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日本企業の国際化戦略の新展開
一一複 数本社制への道程 一
衣 笠 洋 輔
この タイ トル は筆 者が昭和54年 に出版 した「日本企 業の国際化戦略」(日 本
繍 新聞社)を 受 けてy来 年 咄 版 を予定 している書物 の タ朴 ルで ある
。
対米企業進出の位置づけと分析視点
筆 者 は これ まで28年 間 にわ た っ て 日本 企 業 の 国際 化 戦 略 につ い て考 察 を続
けて きた。 筆 者 は前 著 「日本 企 業 の 国 際 化戦 略 」にお い て
,「 対 米 企 業 進 出 の
条 件 を探 る」 とい うサ ブ ・タ 朴 ル の も とに
,日 本 企 業 の 国 際 化 戦 略,ひ し、
て は・ 成 長 戦 略 の全 体 像 につ い ての 基 本 的 特 質 の把 握 を行 う と と もに
,そ の
成 長 戦 略 が どの 方 向 に 向 けて進 展 して い くの か の 展 望 を行 っ て きた
。
日本 企 業 の 国 際 化 が 商 品輸 出 を基 軸 として展 開 され
,開 発途 上 諸 国(Deve-
lopingCountries,以 下 ,DCと 略称)に お いて 海 外 生 産 が 細 々 と展 開 され て
い た 段 階 に お い て,筆 者 は な ぜ 海 外 生 産 が 米 国 を始 め と す る 先 進 諸 国
(AdvancedCountries,以 下,ACと 略称)で 行 われ な い の か に大 きな関 心
を持 ち・ 「対 米 企 業 進 出(生 産 面)の 意 味 お よび条 件 」に か かわ る論 文 を多 数
発 表 して い る。
当時 ・ 通 商 白書 で も・ 「開 発途 上 諸 国(DevelopingCountries
,以 下,DC
と 略 称)に 対 し て は 現 地 生 産 を も っ て
,ま た,先 進 諸 国(Advanced
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Countries,以 下,ACと 略称)に 対 しては商品輸 出 をもって対応 す る」 とい
う当時 の 日本企業 の国際化 の一般 的特微 を とらえて,「 日本型国際化」と呼 ん
でい るが,現 象面 に現れた特徴 のみ に着 目 して,日 本 的 ない し日本型 と呼ぶ
ような安 易 な風潮 に対 して,筆 者が大 きな疑念 を持 っていた こ とも,現 象面
にはまだ現 れていない米 国 を始 め とす るACで の現地生産 に対 して,何 故 そ
れが行 われ ないのか についての筆者 の知的好奇心 を刺激 す る ことになった。
日本的 とか 日本型 とか言 う場合,現 象面 でそれな りの長期 の持続性が必要
とされ るはずで あるが,も し,比 較 的早 い時期 にACで の生産 が可能 になる
とすれ ば,か つて 日本型国際化 と呼 ばれた特徴 は大 き く修正 され ざ るを得 な
い。筆者 の場合,顕 在化 した現象 のみ に眼 を奪 われ る場合,未 来 を見 る眼 を
失 うことになる と考 える習性 を持 って いるた め,当 時,な ぜACで の生産 が
行われ ていないのか,ま た,今 後 も行 い得 ないのかは大 いに気 にな る ところ
であ った。
ACで の現地生産,特 に,米 国での現地生産 を考察 す る場合,日 本企業の米
国生産 を 「必要 とす る要 因」,「可能 とす る要 因」 を対置 す るこ とが有効 であ
る。 さ らに,そ れ を 「阻害 す る要因」,「促進 す る要因」 に絡 めれ ば,そ れが
現象 として顕在化す るか,否 かが判明す るはずであ る。
この ような フレーム ワー クによって考察 を行 うことによ り,現 象 として顕
在化 してい ない問題 に対 して も考 察 を及 ぼす ことが可能 となる。 この点 は複
数本社制の考察 に もその まま当ては まる。
当時,米 国政府 の対 日輸入規制 はすで に問題 となってお り,そ れだ けに 日
本企業 の米国生産 を 「必要 とす る要因」 は成立 していた と言 うこ とが で きる。
問題 は 「可能 とす る要因」が成立 してい るか どうかで ある。DC政 府 の対 日輸
入規制 に対 して現地生産 を もって対 応 した 日本企業が なぜ米国 に対 しては現
地生産 をもって対応 で きないのか,こ こに問題 を解 く鍵 が ある。 この ことは
DCで の現地生産 について は,「 必要 とす る要 因」に対 し 「可能 とす る要因」
が的確 に対 応 してい るのに対 し,米 国 での現地生産 について は・「可能 とす る
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要因」が対 応 していない こ とによる。
米 国での現地生産 を 「可能 とす る要 因」 につ いて解 明す るこ とに よ り
,米
国での現地生産 の ための資格条件 を提 示 し,そ れに基 づいて,米 国 を始 め と
す るACで の現地 生産 が活発化 す るこ とを予 見す る ことは十分 に可能 とな る
ことに注 目され たい。
今,な ぜ複数本社制か
前述 した ように・来年嵐 出版 を予定 してい る拙 著でのサ ブ ・タイ トル
,
複 数本社制へ の道程 は,日 本企 業の国際化 を考察 す る上 で
,前 著 でのサ ブ.
タイ トル,対 米 企業進 出の条件 を探 るが当時持 っていた と同様 の重 要 な意味
を持 っ と同時 にs現 象面 で もよ うや く顕在化 したばか りで なお多 くの予見 を
要求す る内容 を含 んでい る。
近年,日 本企業 の国際化 には実 に 目覚 しい ものが あ り
,先 駆 的 な 日本企業
は複数本社制 を採 るまで にその国際化 を大 き く進展 させ て いる
。 それ らの 日
本企業 に とって・麟 本社制 はあ る日突然1ご採 用 され た とい うわ けで はな く
,
永年 にわた る企業 の国際化 の積 重ね の一 つの帰結 であ り
,企 業の国際化 にお
ける新 しいステージ として位置 づ ける ことが で きよう
。
しか し,複 数本社 制 は今 ようや く緒 につ いた ばか りで あ り
,こ れ が定着 し,
フル作動 す る以前 に解決 すべ き問題 が 山積 してお り
,長 期 にわた る試行 錯誤
の繰 り返 しが必要 とな る。 その意味 で は,複 数本社制 を採用 してい る とされ
る企業 であ って も,な お,き わ めて未熟 な段階 に留 まっている と言 わ ざるを
得 ない。
それ に もかかわ らず,現 に複数本社制 を採 用 してい る
,あ るい は,そ れ を
試 みてい る日本企業 はその国際化 において きわめて高度 の発展段 階 にあ る と
言 うことが で きる。
そこで,日 本 企業の複 数本社制 の考察 にあた っては
,そ こに至 る道程 を日
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本企業 の国際化 の進 展の プロセスに沿 って考察 してみたい。
日本企業の国際化 プロセスと複数本社制
第2次 世界大戦以 降の 日本企業 の国際化 の プロセスを回顧 す る場合,日 本
企業 の国際化 は商 品輸 出,言 い換 えれ ば,販 売面 の国際化 か ら始 まって,生
産 面,R&D面,財 務 面,さ らに は,人 事 ・労務 面の国際化 に引 き継が され
てい る。さ らに,財 務,R&Dな ど本社機能 の国際化 は海外地域本社 の設 立 ・
運 営,さ らには,複 数本社制 の採用 を導いてい る。
これ らは 「外 に向 けての国際化 」 として位 置づ ける こ とが で きるが,こ の
「外 に向 けての国際化 」の進展 は,当 然 の こ となが ら,外 国企業 に向 けての
国内市場 の開放,国 内 ビジネス・チ ャンスの開放 な ど 「内 に向 けての国際化 」
の進展 を も促 す もので あった。
日本企 業の 「内 ・外 に向 けての国際化」 の進 展 は,交 通 ・通信手段 の高度
の発達 と地球 の狭小化,さ らには,ボ ー ダ レス化 の進展 と相 まってs日 本企
業 の国際化 を新 しいステー ジに押 し進 める こ とにな った。 これ は超 国籍化,
グローバル化 とも呼 び得 るものであ る。
前述 した ように,日 本企 業の複 数本社制へ の道程 は長 く,そ こへのパ スポ
ー トの入手 には厳 しい資格条件が課 され てお り,そ の資格条件 は企業 の国際
化の絶 え間 ない積 み重 ね を通 して得 られ る もの と言 うことがで きる。
そ こで,日 本企 業が その国際化の進展 に沿 って,資 格条件 を整備 してい く
プロセスを考察す る。
販売面での国際化 と複数本社制
日本 企 業 の場 合,そ の 国 際 化 が 販売 面 の 国 際 化,す な わ ち,商 品輸 出活 動
か ら始 まった こ とは前 述 した通 りで あ る。
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当初 ・ 躰 企 業 の 多 くは そ の商 品轍 を融 こ依 拠 して い た が
,そ の 後a
次 第 に・ 自 らの手 で輸 出 を担 当 す る こ と にな る
.多 数 の 日本 企 業 が 主 要 輸 出
先 国 にお い て,販 売 子 会 社 を設 営 し,そ れ を軸 として,ロ ー カル ・マ ー ケ テ
ィ ング ・シス テム を構 築 して きた。
日本 企 業 は世界 的 規 模 で配 置 され て い る この ロー カ ル ・マ ー ケ テ ィ ング.
シ ステ ム を リン クす る こ とに よ り
,イ ン ター ナ シ ョナ ル ・マ ー ケ テ ィ ング.
シ ス テ ム を確 立 す るに至 って い る
。
この こ とは多 数 の 日本 企 業 が す で に商 品 輸 出段 階 で
,販 売 拠 点 の世 界 的配
置 とそ の ネ ッ トワー ク化 を達 成 した こ とを示 して い る
。
これ まで,日 本企 業 の 国 際 化 は商 品 輸 出 を軸 と して展 開 され て きた た め
,
そ の国 際 化 は大 騒 ぎ され る割 に きわ め て偏 った もの に留 ま
っ て きた。 と言 う
の は1商 品輸 出 は販 売 面 で の 国際 化 を意 味 して お り
,こ の段 階 で は,生 産 拠
点 ・R&D拠 点 は 日本 に集 中 して い て,そ の意 味 で は,生 産,R&D面 の 国
際 化,さ らに は,財 務 人 事 ・労務 面 で の 国 際 化 に は ほ とん ど進 展 は見 られ
な い と言 う こ とで あ る。
この段 階 で は,複 数 本 社 制 が話 題 に もな らな か
った の は きわ め て 当然 の こ
と と言 え る。 と言 うの は,そ の た め の資 格 条 件 の整 備 は な お皆 無 に等 しいか
らで あ る。
しか し,日 本 企 業 の販 売 面 の 国際 化 を通 して確 立 され た ロー カ ル ・マ ー ケ
テ ィ ング ・シス テ ム,さ らに,こ れ を リン ク した イ ン ター ナ シ ョナ ル.マ ー
ケ テ ィ ン グ ・シ ス テ ム は生 産 面 の 国 際 化 とそれ に伴 う生 産 拠 点 の世 界 的 配 置
お よび その ネ ッ トワー ク化 に大 き く道 を開 く こ とに な る
。
生産面の国際化 と複数本社制
日本企業 の生産 面 での国際化 は世界 的規模 で の対 日輸入規制 を契機 として
大 き く進展 す る ことになった。前述 した よ うに
,日 本 企業 の海外生産 は まず
日本企業の国際化戦略の新展開5
DCで 活 発 化 し,そ の後,ACで の それ に引 き継 が れ て い く。特 に,最 近 の 急
激 か つ大 幅 な円 高 とその恒 常 化 は商 品輸 出 に ブ レー キ をか け る と とも に,海
外 生 産 活 動 の積 極 的 な展 開 を さ らに加 速 させ る役 割 を演 じて お り,商 品輸 出
か ら海 外 生 産 へ の シ フ トを一 気 に推 し進 めて い る。
それ に伴 っ て,生 産 拠 点 の世 界 的 基 準 に基 づ く見 直 し と再 配 置 が行 わ れ,
そ の ネ ッ トワー ク化 が 急 速 に進 行 中 で あ る。
またDCで の現 地 生 産 の進 展 もそ れ な りに 日本 企 業 の企 業 戦 略,マ ネ ジ メ
ン ト ・シ ス テ ム に影 響 を与 えて きたが,近 年,急 速 に進 行 中 のACで の 現地
生 産 が そ れ らに与 え る影 響 は さ らに重 大 な もの が あ る。ACで の 現 地 生 産 が
日本 企 業 に与 え る最 大 の影 響 はR&D面 に集 中 的 に現 れ て くる。
こ こで注 意 して お きた い の は,DC,ACを 包 摂 しての 生産 拠 点 の世 界 的 配
置 とその ネ ッ トワー ク化 が 急速 に進 展 して い るが,ロ ー カル ・プ ロダ ク シ ョ
ン.シ ス テ ム の構 築iとそ れ を リン ク して の イ ンター ナ シ ョナ ル ・プ ロ ダ ク シ
ョン ・シス テ ム の構築 は それ に先行 して の ロ ー カル ・マ ー ケ テ ィ ング ・シス
テム,さ らに は イ ンタ ー ナ シ ョナ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ ・シ ス テム の存 在 無 し
に は あ り得 な い とい う こ とで あ る。
この こ とはmカ ル ・マ ー ケ テ ィ ング ・シ ステ ム とロー カ ル ・プ ロダ ク シ
ョ ン ・シ ス テ ム との フル作 動 に要 す る時 間 に は大 きな ギ ャ ップが あ り,前 者
の方 が は るか に多 くの 時 間 を要 す るが,日 本 企 業 の場 合,商 品 輸 出段 階 で ロ
ー カル ・マ ー ケ テ ィ ング ・シス テ ム を確 立 済 み で あ った た め,mカ ル ・プ
ロ ダ ク シ ョン ・シス テ ム の構 築 は比 較 的 に ス ムー ズ に行 わ れ 得 た と言 う こ と
が で き る。
さ らに,イ ンタ ー ナ シ ョナ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ ・シ ス テ ムが確 立 され て い
る場 合,ロ ー カ ル ・プ ロ ダ ク シ ョ ン ・シ ス テム の生産 規 模 は必 ず し も現 地 市




近年 の米国 を始 め とす るACで の現地 生産 活動 は現 地 でのR&D活 動 の
活発 化 を促 してお り,か つ,可 能 としてい る。現地 でのR&D活 動 は生産 拠
点 の設立 ・運営 に密接 にかかわ ってお り,当 初 は現地市場 への的確 な浸透 の
ためのR&Dと してスター トす るが,そ の後 は現地 でのR&D資 源 の一層
の有効利 用 を目指 して,そ のR&Dの 対 象領域 を,製 品面 で は,商 品化研究
か ら基礎研究 へ と深 め る とともにs生 産 面 で も,個 々の装置,設 備 か ら生産
システム全体 のR&Dへ と拡大 して いる。
さらに,今 日で は,ユ ーザ ー を織 り込 んでの生産 ,販 売 システムの構築 も
進 んで いる。この傾 向 はACほ ど強 く見 られ るが,今 後,DCを も織 り込 んで
の世界 的なR&Dネ ッ トワー ク化 が進行 す る こ とは疑 問の余地 がな い
。
R&Dに 関 して言 う と,日 本企業 の場合 ,こ れ まで主 として技術先発 国か
らの製 品面,生 産面 での技術 導入 に依存 して きたた め,そ のR&Dは 自主開
発 とい う特性 を欠 いていた。
しか し,今 日,日 本企業 に とって 自主開発体 制の確立 は最大 の急務 とな っ
てい る。日本企業 のACで の生産拠点 の設営 は現地 でのR&D拠 点 の設営 を
促 してい るが,現 在,先 駆 的 な 日本企業 は 日本 国内 において 自主開発体 制の
確立 に努力 す る と同時 に,自 主開発 の ためのR&D風 土 とR&D資 源 に恵
まれ てい る上記 のACで のR&D拠 点 を活用 して,自 主開発体 制の一層 の強
化 を図 る ことを試 みてい る。
日本 企業 のR&D拠 点 の世 界的配 置 とその ネ ッ トワー ク化 は よ うや く緒
についたばか りであ るが,こ の こ とによって,日 本企業 のR&D体 制 は新 し
い展開 を示 す こ とにな ろう。
また,そ れ と同時 に,R&D拠 点 の世界 的配 置 は現地 の 自己完結性 を強 め




財務 面の国際化 は事 業活動 が国内 に限定 され てい る場合 において も,あ る
程度 の進展 は可能 で ある。 しか し,事 業活動が世 界的規模で展開 され る過程
で,財 務活動 の国際化 は さらに進展 す るこ とにな る。特 に,資 本,金 融市場
が高度 に発展 したACで の事業展 開 は財務活 動の国際化 に大 き く寄与 してい
る。
商品輸 出段階 において も,ACを 軸 に現地販売子会社が設立,運 営 され る段
階に入 る と,財 務活動の 国際化 が必要 とな る と同時に,か つ,可 能 となって
い く。 さ らに,生 産面 の国際化 が進展 し,現 地生産子会社 が設立 ・運営 され,
現地 に定 着す る過程 で,財 務活 動の国際化 は さらに大 き く進 展す る ことにな
る。
日本企業 の販売,生 産,R&Dを 並行 させての世界 的規模 での事業活動 の
展 開 に伴 って,国 際 レベ ルでの資金 の調達,運 用問題 為替 リス ク ・ヘ ッジ
の問題,さ らには,タ ックス ・セ イビ ングな どの問題 が提示 され,こ れ に対
応 して,先 駆 的 な企業 において,資 本市場,金 融市場の発達 した国々 を中心
に財務拠点 の世界的配置 とそのネ ッ トワー ク化 が図 られてい る。海外金融子
会社 の設立 ・運営 もその一環 としてな されてい る。海外金融子会社 は持株会
社 として も機能 し得 る もので ある。
本社 の財務部 門 は世界 的規模 での資金調達 を担 当 し,国 内 ・海外 の事業部,
子会 社への資金供 給 を行 う と同時 に,為 替 リスク・ヘ ッジ,お よび,タ ックス ・
セイ ビング を織 り込 んでの運転資金 の管理 を担 当す る役割 を演 じてい る。
上記 の運転資金 の管理 に際 して は,そ のた めの専 門的知Ry情 報,さ らに
は,技 術,ノ ウ ・ハ ウが集積 可能 な本社 財務部 門 にそのた めの権 限が集中す
る傾 向 を強めてお り,そ の場合,本 社 財務部門 か らの国内 ・海外 の事業部,
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子会社 への本 社財務部 門か らの指令 が一般 的 にな るため,そ の指令 に基 づ く
事業部,子 会社 の事業利益 の変動分 に対 して,指 令 を出 した本社 財務 部門が
責任 を取 る とい う形 で,本 社財務部 門の プロフ ィッ ト ・セ ンター化 が進行 し
ている。 しか も,こ のプ ロフィ ッ ト ・セ ンター化 した財務部門 が地域本部制
を採 る方向で動 いて お り,こ れ もまた,複 数本社制採 用への支援材料 とな っ
てい る。
人事 ・労務面の国際化 と複数本社制
日本企業 の人事 ・労務 面 の国際化 はその国際化 の中で もっ とも遅 れ た部分
とな ってい る。
前述 した ように,日 本企業 の国際化 は当初販 売面 での国際化 を軸 として展
開 され,本 社,生 産拠点,R&D拠 点,財 務拠点 の ほ とん どすべ てが 日本 に
集中 してい る とい うきわ めて偏 った形 で展 開 されたため,国 際化が喧伝 され
る割 にs人 事 ・労務 面で は見 るべ きもの はなか った と言 う ことがで きる
。 そ
こで は,企 業 の構成 要員 の うち,ほ とん どす球 てが 日本 に住 んでい る日本人
で占め られ てい る と言 うのが実状 で あった。
もとよ り,販 売面 の国際化 も現地販売子会社 が設 営 され る段階 に入 る と
,
商 品輸 出段 階であ って も,日 本 人社員 の現地常勤体制 の整備 ,現 地人 セール
スマ ン,ク ラー クの採用 とい った形で,人 事 ・労務面 の国際化 もある程 度 ま
で進行 す るが,全 体 に占め る割合 は微 々た る もので しか なか った
。
その後,生 産 面で の国際化が一気 に活発化 し,現 地生産子会社 の設営 と規
模 の拡大 が進行 す る中で,海 外 に常駐 す る日本人社員 の所 属職種,お よび,
現地人 の採用職種 も販 売か ら,生 産,財 務,R&Dへ の広が りを見せ,し か
も,現 地子会社 のマネ ジメン ト層の本 社 におけ る地位 も次第 にア ップ してい
く傾 向が強 まっている。
それ に加 えて,日 本 で勤務 す る外 国人社員 の数 も次 第 に増加 す る傾向 にあ
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り,日 本企業 の人事 ・労務 の国際化 は一気 に高 ま り,か つ新 しい次元 に入 っ
た と言 うことがで きよう。複 数本社制への道 は この人事 ・労務面 の国際化 の
進 展 を通 して さ らに一歩近づ くこ とにな る。
複数本社制それ自体の必要性
複 数本社制 は,当 然 の ことなが ら,そ の企業 において,本 社 と呼 ばれ る存
在 が一つ(以 下,単 一本社制 と呼ぶ こ とにす る)で はな く,複 数存在 す るこ
とを意味 してい る。 この こ とは 「日本 の企業 で あるか ら本社 が 日本 にあ るの
は当然」 とい う常識 的な見方 か らの脱皮 を意味 してい る。
今 日,日 本企業 は企業環境 の構造 的変化 とも言 うべ き重大や変化 に直 面 し,
その適応 に全力 を傾 注 して いる。 日本企業が直面 してい る企業環境 の構 造的
変化 として は,1)急 激か つ大幅 な円高 とその恒常化,2)世 界 的規模 での
対 日輸 入規 制,3)AC,DCを 包摂 しての販 売,生 産,R&D,財 務活動 の
本格 的展開 とそれ をめ ぐる政治,経 済,社 会,文 化各面 での摩擦 とい う重大
な問題 との遭遇,4)NIESの 急激 な台頭 と追 い上 げ,5)海 外 か らの内需
の拡大要求 と市場 開放要求,6)内 需 の掘 り起 こしと内需の個性 化,高 度化,
多様化 の進 展,7)自 主開発体制 の確立,強 化 な どが挙 げ られ る。
ここで注意 してお きた いのは,こ れ ら企業環境 の構造 的変化 は,直 接,間
接 に国際 レベル で生起 してお り,そ れへの対応 も当然国際 レベ ルで行 われ る
必要が あ る とい うこ とであ る。 前述 した環境変化 は何 の前触 れ もな く,突 如
現 れた とい う性格 の もので はな く,1960年 代末 までの 日本企業 の成長戦 略 に
内在 してい る もので あ り,成 長戦略 それ 自体 の注意深 い考察 を通 して十分 に
予測 可能 で あっただ けに,こ れ らの企業環境 の変化 は自 ら招 いた もの と言 う
ことがで き,そ の対応 は遅 きに失 した と言 って過言 ではない。
これ まで,日 本企業 は様々 な問題 に直面 し,そ れ を受身で,か つ,そ の場
その場 で解決 す る とい うや り方で実 に見事 に事態 を切 り抜 けで きた と言 うこ
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とが で きるが,こ こまで その影 響力 を巨大化 して きた 日本 企業 に とって
,こ
れ までの場 当 り的 な適応 は国際的 にみて大 いに問題 のあ る ところで あ り
,そ
こで は,受 身で はな く,能 動的 に,ま た,そ の実力 にふ さわ しい理念
,フ ィ
ロソフィの確立 と新 しい企 業経営 のあ り方 の創 出が強 く要求 され るこ とにな
る。
複 数本社 制 はその基本的一環 として クロー ズ ・ア ップ されてい る と言 って
よい。 日本企業 の国際化 は,究 極 的に は,本 社立 地の世界的基準 に基 づ く再
検 討 と複数本社制 の採 用,さ らには,こ この地域本社 お よび子会社 の現地 に
お ける受 け入れ と市民権 の確立 が問題 となろ う。 この各地域本社 の現地 にお
ける市 民権確立 の必要性 は米 国系,西 欧 系MNC(Multi-nationalCompany
の略称)と は比較 にな らぬ ほ ど困難 であ る と言 うことが で きる
。 この こ とは
日本企業が欧米企業 を軸 として確 立済 みの体制,制 度 ,お よび,秩 序 に対 す
る挑戦 者 として見 な されてい る ことと無 関係 ではない。
日本企業 が現地での市民権 を確立 す るた めには,現 地 に定着 し,現 地 の利
益 を最優先 す る とい った見せか けではない理念 とそれ に裏打 ち され た行動 が
不可欠 であ る。 その場合,こ れ まで と同様 に,日 本本社 が一元 的 な指令 セ ン
ター として機 能 す る とい うマネ ジメン ト ・システムで は対応 しきれ る もので
はない。
幸 いに して,日 本企業 にお いては,今 日,販 売立 地 に続 き,世 界 的基準 に
基づ く生産立地,R&D立 地,財 務 立地 の見直 し と世界 的配置 ,お よび,そ
の ネ ッ トワー ク化が進展 し,さ らに,そ れ を土台 として,本 社立地 の世 界的
基準 に基 づ く見直 しが議題 にのぼ る とい う段 階 に達 してい る。
本社立地 が具備 すべ き条件 としては,そ の主た る もの として,1)現 地 国
が カバ ー し得 る市場規模,2)現 地国が提供 し得 る企 業経営上 の様 々 な利点
,
3)現 地 国の政治的,経 済 的,社 会 的安 定度,4)現 地政府 の対外 的交渉 力
,
5)現 地 国の情 報の受信 ・発信基地 としての適格 性 を挙 げ るこ とがで きよ う。
近年,日 本 も世界 での有数 の好 条件 を備 えた本社 立地 としての位置 づ けを
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確立 しつつあ るが,米 国,ECも また,本 社 立地 として素晴 らしい条件 を備 え
てい る。その上,米 国,ECは ともに日本企業 が土着化 し,そ こでの 自己完結
を図 る条件 を十分 に具備 してい る と言 って よい。
今後,日 本企業が 日本立地 は もとよ りの こと,本 社立地 としての適格 条件
を十分 に満 た してい る米 国,EC立 地 を加 えて,そ れ ぞれ自己完結性 を確保 し
た複数本社制 を採 用す る ことが不可欠 とな る。
ここで注意 して お きた いの は,先 駆的 な 日本企業 が採 用 しよ うとしてい る
複 数本社制 は 日本企業 の これ までの成長戦 略の延長線 上で問題 とされ てい る
ことであ る。今 日,グ ローバ リゼー シ ョンとローカ リゼー シ ョンを合体 した
グ ローカ リゼー シ ョン とい う用語 が流行 してい るが,グmバ リゼー シ ョン
とロー カ リゼー シ ョンは二律 背反 的な内容 を持 ち,容 易 に融合 し得 ない もの
で ある。米国 において,ワ ール ド ・エ ンター プライズ(世 界企業)と い う名
称 がマル チナ シ ョナル ・カ ンパニ ー(MNC)と い う名称 に とって替 わ られ た
背景 に は,ロ ーカ リゼー シ ョンを推進 し,個 々の国での子会社,さ らには,
これ らの子会社 を地域 的 に統括す る地域統括本社 の 自律性 を重視 す る とい う
方向づ けが認 め られ るが,米 国系MNCの 場合,MNCと い う名称 に もかかわ
らず,米 国本社 に よる中央集権体制 が 目立 ってお り,ロ ー カ リゼー シ ョンは
中央集権体制 の枠 の中で問題 とされ ているに過 ぎない こ とに注 目されたい。
だか ら と言 って,日 本企 業の場合 もそれで良 い とい うこ とにはな らない。 口
本企業 の場合,米 国企業 とは異 な った新 しいや り方が要求 され よ う。
前述 した ように,本 社立 地 の有 力候 補 で あ る米 国,ECの いずれ をみて も,
その経営風土 は 日本 のそれ とは大 き く異 なって お り,た とえば,米 国企業が
EC諸 国で事 業活動 を行 う場 合 と日本企 業がECで 事 業活動 を行 う場合 で は,
事情 は大 き く異 なる と言わ ざ るを得 ない。米 国,EC各 国の経営風土 はそれぞ
れ大 きな違 いが あ る とは言 う ものの,そ れ らの間 には,日 本 の経営風 土 とは
比較 にな らぬほ どの共通性 が確保 されて いる。 そ こで は欧米企業 を軸 に して
確 固た る体制,制 度,秩 序が確 立済 みで あ り,日 本企業 はそれ に対 す るイン
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べ 一ダ ー㍉ エー リア ン とい った扱 いに晒 され る可能性 は きわ めて大 であ る
。
ECで 事 業活動 を行 う米 国企業 で さえ,ECで の市民権 を得 るこ とは きわ めて
困難で あ り,す で に50年 以上 もECで 事業 活動 を行 ってい るフ ォー ド社 で さ
え,な お加 盟で きない業界 内での い くつか の団体が あ り
,完 全 に市民権 を確
立 してい る とは言 えない。現地 で市民権 を獲得 す る ことは さほ ど難 しい もの
で あ るこ とを銘記 す る必 要が ある。
日本 企業が世界的規模 で事業活動 を展開 し,か つ,維 持 して い くた めには,
それぞれの地域統 括本社が統括地域 での徹底 した ローカ リゼー シ ョン と市民
権 を獲得 す るこ とは もっ とも基本的 でかつ絶対 的 な条件 で ある
。 ここで留意
してお きたいのは,こ の市民権 の獲得 は 日本企業 に とって最優先課題 であ り
,
時 には,個 々の地域 統括本社 のネ ッ トワー ク化 に よるシナー ジー を犠牲 に し
て さえ も達成 されね ばな らない課 題 と言 える。
この ことはいかに強調 して も強 調 し過 ぎ るこ とはない
。 もとよ り,こ の こ
とを強調すれ ばす るほ ど,企 業 の本質 を無視 した議論 とい う批判 が聞 こえて
くる。 しか し,筆 者 は決 して企業 の本質 を無視 して いる積 も りはない
。地域
本 社 を設置 した地域毎 に自己完結性 を確保 す るこ とは地域本 社が 自律 性 を確
保 し,市 民権 を獲得 す るための基本 的条件 で あるが,こ こで注意 してお きた
いの は,日 本企 業が地域毎 の 自己完結性 を確保 す るた めの きわめて有効 な手
段 を残 してい るこ とであ る。
筆 者 はすで に敗売面の国際化 に言及 し,そ の国際化 が大 き く進展 してい る
こ とを指摘 したが,日 本市場 に対す る丹念 な掘 り起 こしに比較 して
,そ れだ
けの掘 り起 こしを行 ってい る地域 ない し国別市場 はなお存在 しない とい う意
味 で は,な お不十分 で あ り,生 産面,R&D面 の 国際化 は活発化 して いる と
は言 え,一 層不十 分な水準 に留 まってい る とい うことで ある
。地域統括本社
が その地域 での 自己完結性 を確保 するた めに は,現 地市場 の一層の掘 り起 こ
しと現地市場 を対象 とした製 品開発 か ら生産,販 売 までの一貫体制 の整 備が
不可 欠であ り,か つ,可 能 であ る とい うことで ある。
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その意味 で は,日 本企業 の複 数本社 制 はその名 に値 しない未熟 な段 階 にあ
る と言わ ざるを得 ない。 しか し,今 後,日 本企業 の現地市場 の丹念 な掘 り起
こしはさ らに進行 す るこ とは明 らかで あ り,そ れ に伴 う現地でのR&D一 生
産一販売 の一貫体制 は日本 同様 に整備 され る ことになる ことは疑 問の余 地が
ない。 その段 階での 日本企業 の複数本社制 は様変 わ りの もの とな ろう。
しか し,個 々の地域本社 の 自己完結性 を確保 した複数本社制 で は,企 業全
体 の一元性,統 合性が大 き く損 なわれ る ことになるた め,日 本企 業 として は,
その統合性 をいか に維持 す るのか とい う問題 が残 る。 ここで は,日 本企業が
その統合性 を確保 し得 るぎ りぎ りの枠 の中で,ど こまで各地域本社,さ らに
は,国 別子会 社の 自律性 を碓保 し得 るのかの見極 めが必要 とな る。
ここでは,統 括本社 ない し総本社 の各地域 本社及 び子会社 の統括水準 をど
こまで低 め得 るかが最 大の問題 とな ろう。米 国系,EC系MNCの 場合,そ の
統括 水準 は きわ めて高 いが,個 々 の国が 自決権 を確保 しつつ ある今 日,こ の
統括水準 を どこまで低 め る ことがで きるかが最大の課題 となろ う。
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